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――これまで山岡さんは、さまざまな形で市
民公益活動を実践してこられました。NPO法
の制定にも深く関与されておられます。まず、
山岡さんのご経歴をお聞きすることが、わが
国における市民セクター、非営利セクターの
系譜を理解する早道のような気がします。

山岡：私は、大学院で都市計画を勉強し、卒
業後も都市計画関係のコンサルタント会社に
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※1 トヨタ財団
トヨタ自動車が出資し、将
来の福祉社会の発展に資す
ることを期して'74年に設
立した財団。国際的な視野
に立ち、長期的に、かつ幅
広く社会活動に寄与するた
め、生活・自然環境、社会
福祉、教育文化等の多領域
にわたって時代の要請に対
応した課題を取り上げ、そ
の研究ならびに事業に対し
て助成を行っている。

勤めていました。35歳になった'77年に、その
仕事を辞め、次に何をしようか考えていた時、
ト
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ヨタ財団のプログラム・オフィサーの話が
舞い込んできました。そのころトヨタ財団で
は、NPOや第三セクターについて、猛勉強し
ていた時代です。
欧米でいう第三セクターは、日本での一般
的な理解とは全く違います。欧米では、行政
でもない、企業でもない、民間非営利の部門
を第三セクターといっています。しかし、日
本には全くその分野が育っていません。日本
社会がいくら経済成長しても、それでは国際
社会のなかで一人前にはなれません。日本に
きちんとした市民セクター、民間非営利のセ
クターを育てていかなければならないと感じ
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ました。
私自身は、財団で研究助成や市民活動助成
などの助成プログラムを開発すると同時に、
日本の民間非営利活動の歴史や制度を調べて
いました。また、他の助成財団に呼びかけて、
非営利活動の資金源である助成財団の活動を
活性化するために、そうした財団の情報公開
を行う情報センターが必要ではないかと考え、
助成財団センターの設立にも力を注ぎました。
そして、50歳になったことをきっかけに、

フリーな立場で活動をしようと、トヨタ財団
を辞めました。'92年のことですね。財団時代
に、非営利セクターの基盤づくりはある程度
できたと思いますが、もう少し幅広く日本社
会全体の仕組みを考えていこうとすると、自
由な立場で活動するほうが良いと考えたから
です。
フリーになって、いろいろな調査などを進
めていくなかで、NIRA（総合研究開発機構）
に持ち込んで、奈良まちづくりセンターが受託
して行った「市民公益活動基盤整備に関する調
査研究」がありました。私はその総括委員長を
引き受けたために、まだフリーになって具体的
に何をするかは決めていなかったのですが、こ
の報告書が世に出て評判になったことで、命取
りになったような気がします（笑）。
この調査には、かなりのエネルギーを注ぎ、
インタビューや視察を精力的に行いました。
その結果、「日本のなかで新しい社会の仕組み
が必要だ」ということが認識され、また、市
民活動を充実させる時期にきていることが広
く伝わったように思います。
この報告書には、二つの大きな提言があり
ます。一つは、新しい非営利法人制度を作る
こと。もう一つは、どの省庁にも属さない、
分野を超えた、市民セクターのコアになる機
関を作るべきだということでした。
その調査研究結果を基盤に、各地でフォー
ラムを開いていた矢先、阪神淡路大震災が起

こります。そして、ボランティア活動が急速
に脚光を浴びるのです。しかし、この問題の
根本は、ボランティア活動をどう振興するか
ということだけではなく、民間の非営利組織
をどう強化するのかという点にあります。阪
神淡路大震災が起こる少し前に、こうした市
民活動の社会的な仕組みをつくっていこうと、
松原明さんたちが「シーズ＝市民活動を支え
る制度をつくる会」を結成し、活動を開始し
ていました。そんなことが同時進行し、一気
に法制化が進んでいったのです。

NPO

――山岡さんは、現在のNPO法制度の創設に
ついて、どのようにかかわられたのですか。

山岡：当時は、この問題に関心を持っていた
若い議員も多く、各政党に議員のプロジェク
トチームもできており、我々もその動きを応
援していました。市民団体側もきちんと議論
していましたので、震災の直後に市民団体の
ネットワークを作り、政府や政党にもいうべ
きことはいい、同時に各地でフォーラムも開
催していました。
当初は、経済企画庁を事務局に「ボランテ
ィア問題に関する18省庁連絡会議」が設置さ
れ、そこで政府案を作っていました。新しい
ボランティア支援のための法律を作ろうとい
うものです。ところが、ボランティア問題の
延長線上で議論しているので、どうもしっく
りこないのです。基本は、事業体としても自
立した市民団体が育つことで、そこにボラン
ティアがかかわることによって、ボランティ
ア活動も活発になるのです。ですから私たち
は、市民団体が法人格を持てる仕組みづくり
が何よりも重要と考え、そのように主張して
いました。そんななかで与党3党もこれは議員
立法でいくんだと宣言したために、政府の動
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きはストップするわけです。しかし、与党3党
の調整など、なかなかうまく折り合いが付か
ず、足場ができるまでには1年以上かかりまし
た。その間、私たちの呼びかけもあって市民
団体は各地でフォーラムを開催し、この問題
について、かなり深く議論をしてきました。
法律を作る動きと同時に、日本NPOセンタ
ー設立の動きが出てきます。法律を作った後、
市民セクターを日本の社会のなかに育ててい
くことを考えると、自由な立場で活動できる
支援センターが必要です。しかし、それには
市民だけではなく、企業の応援も必要です。
そこで'95年12月に仲間が集まって、経団連に
呼びかけます。さらに、東京・大阪・名古屋
など、各地で懇談会を開き、福祉・環境・文
化芸術などのいろいろな分野のキーパーソン
に理事になってもらうようにお願いしました。
'96年11月に日本NPOセンターが設立され、
当時、フリーで一番身軽な私が常務理事と事
務局長を務めることになったわけです。
同年12月には与党3党の法律案がまとまり、
国会に提出され、翌年1年間、議論を重ねるこ
とになりますが、そういう経緯のなか、日本
NPOセンターは徐々に基盤を固めていきまし
た。センターは全国にネットワークを持って
いますから、必要に応じて意見をまとめる役
目も果たし、この法案を推進する議員をバッ
クアップしました。'97年6月には市民活動促
進法という名称で衆議院を通過しますが、参
議院で行き詰ってしまう。しかし、やっと名
称を市民活動から特定非営利活動と改め、'98

年3月に全会一致で可決しました。
この法律の特徴は、市民活動はそれぞれの
地域の問題でもあるので、当時の団
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体委任事
務として位置付け、各都道府県で条例を作る
ことにしたことです。これまでの常識では、
法人に関する制度は、機関委任事務です。し
かし、市民活動は、地域ごとに特徴があるは
ずですから、国の下部組織として位置付けら

れる機関委任事務になってしまうと、これま
でと同じように、主務官庁の縦割りのコント
ロール機能が働いてしまいます。この点だけ
は、こだわりましたね。
また、この法律は、一つの都道府県内に事
務所がある場合は都道府県の知事に申請を行
いますが、二つ以上の都道府県になると、国
に申請をすることになります。北海道と東京
に事務所があれば、当時の経済企画庁、現在
の内閣府に申請を出すことになるのですが、
法律の原案では、経済企画庁が認証する場合
には、「必要に応じて他の関係する主務大臣に
相談することができる」という意味の文言が
入っていたんです。最初は議員も「これだけ
は削れない」といっていたのですが、私は、
「これを削らないと絶対賛成できない」とかな
り頑固に主張しました。
「相談することができる」ということは、

「そうしなくてはいけない」ということになり
かねない。主務官庁制度と同じことになる。
しかも、実際にかなり混乱も起こると思うの
です。例えば、河川流域の環境を守りましょ
うという団体が経済企画庁に申請したとする。
環境庁に相談すれば「それは良いですね」と
いうかもしれない。でも建設省に相談すると
「それはちょっと困る」ということにもなりか
ねない。環境を守るために治水事業ができな
くなれば困りますからね。主務官庁に相談す
ることで、混乱してしまうこともあるのです。
しかも国がこのような制度にすれば、都道府
県もみな同じようにやってしまう。それに、
そもそも“認証"という行為をそのように相談
して決める行為と考えること自体が、大きな
問題になります。

――法律制定の動きとともに、日本NPOセン
ターとしてはどんな活動をされたのですか。

※2 団体委任事務
地方公共団体に対して、国
や他の地方公共団体から法
令によって委任された事務
のこと。団体委任事務は、
任せる側である国等の指揮
監督は受けずに、自身の事
務として処理する。これに
対して、国や他の地方公共
団体から、都道府県知事や
市長村長等に対して委任さ
れる機関委任事務は、事務
を任された都道府県知事や
市長村長は、任せる側であ
る主務大臣や都道府県知事
の指揮監督を受けることに
なる。つまり、部下と上司
のような関係になる。'99

年に施行された地方分権推
進法により、'00年4月から
機関委任事務は廃止されて
いる。

Nonprofit Organization NPOのあり方を考える
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山岡：このセンターは、認証されたNPO法人
だけでなく、広い意味での民間非営利団体を
対象にしています。社団法人や財団法人、そ
れに社会福祉法人なども含めた既存の公益法
人、あるいは法人格のない任意団体なども含
めた、民間非営利セクター全体の基盤強化を
狙いに設立しました。同時に、企業や地方自
治体を含めた行政との対等なパートナーシッ
プの確立もミッションにしています。ここで
重要なことは、“対等な関係"であるというこ
とです。嫌なことは嫌といえる関係ですね。
衆議院で法律案が通過した'97年6月には、

神奈川県で、第1回の全国NPOフォーラムを
開催しています。これがセンターの最初の大
イベントで、以後、毎年このフォーラムを各
地で開催しています。
また、日本社会のなかにNPO活動が幅広く
理解される仕組みをつくらなければいけないと
も考えていました。法律ができれば、形式上は
動き出しますが、基盤がないまま、フィーバー
で終わってしまってはいけません。そこで、設
立直後のフォーラムの前から「NPO基礎講座」
をスタートさせ、その後、毎年開催してその内
容を同名の3部作として出版してきました。当
時の活動の中心はその二つですが、「NPO基礎
講座」は4年目からは「実践講座」とし、現在
も毎年2、3月に開催しています。

NPO法は'98年3月に成立し、12月1日に施
行されましたが、重要なのは、施行までの期
間でした。都道府県知事の業務は、先にも触
れたように、条例に基づいて行われます。法
律に条例作りがビルト・インされていたわけ
で、各都道府県は独自に条例を考えなければ
ならなかったのです。
各地には、この関連でずいぶん講演に行き
ましたが、伝えたかったのは、この条例は役
所が勝手に作るのではなく、市民団体と一緒
に作らなければいけないということでした。
これには、各地の議員を巻き込むという狙い

もありました。通常は、中央政府の担当部署
からモデル条例などが送られてくるのですが、
今回は一切出ません。議員立法で作った法律
に政府がモデル条例を出すのはふさわしくな
い。しかも、団体委任事務で政府が指導した
り、命令すべきことでもない。我々市民団体
の側もモデル条例は出さず、地元の市民団体
と議員さんとで議論し、条例を作ってくださ
いとお話ししました｡'98年4～9月にかけて各
地で条例作りが始まり、この間はいろいろな
ところから文句をいわれましたが、これが狙
いなのだといって理解をしてもらいました。
これは、地方自治体にとっても良い経験だ
ったと思います。地方分権とは、自分たちで
考えることだと実感したでしょうし、若い行
政担当者も初めて経験したことが多かったと
思います。
また、当時は、ホームページが普及し始め
たころでしたから、審議内容も早い段階で市
民に公開され、開かれた審議会のモデルがで
きたと思います。その後、各地の審議会は透
明性の高いものになったと思います。
役所が原案を出す、行政主導の審議会では
なかったことも大きな進歩です。審議会の参
加者は市民団体の方々が中心で、「これなんで
すか」なんて基本的なことを聞く場面も多か
ったはずです。一つずつみんなで議論してや
っていこうという感じで進んだと思います。
この条例作りで、自治能力はかなり高まった
のではないでしょうか。

――これからのNPOセンターの活動として
は、どのようなところに重点を置かれますか。

山岡：NPO法が施行されて、3年が経過しま
した。問題がないわけではありませんが、や
っと軌道に乗ってきたと思います。認証法人

日本NPOセンターの
機関誌「NPOのひろ
ば」。会員向けだが、
希望者には実費（200

円）で頒布してくれる
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のデータを見てみると、何か怪しげな団体も
ありますが、7、8割がしっかりと活動をして
いれば、今の段階では良いと思っています。
NPO法人は市民が作った制度ですから、市民
が監視するものです。そのようななかで、お
かしな組織は、メリットもないはずですから、
いずれは消滅するでしょう。
今後、私たちのセンターには、法律がしっ
かりと活用されていることを監視する役目が
あると考えています。センターでは、昨年4月
から全国のNPO法人のデータベースを作っ
て、公開しています（www.npo-hiroba.or.jp）。
データは、3ヵ月ごとに新しく認証された法人
を追加入力し、年に1回更新します。情報公開
が義務付けられている法人制度ですから、各
都道府県庁と内閣府から一定のデータは出て
きますが、それを基に、我々がもう一度詳し
いアンケートを行い、データベース化してい
ます。各所轄庁のデータは、所轄庁ごとに分
かれていて、その後の活動を追いかけていな
い場合が多いのです。ホームページを持って
いるところは、リンクできますから、さらに
詳しい内容も分かる。アンケートへの回答や
ホームページなどでしっかり情報提供してい
るところは、きちんと活動していると考えて
良いでしょう。

――現在まで、全国で6000を超える数のNPO

法人が出てきていますが、この数については
どのように思いますか？

山岡：法人格は、年間500万円くらいのお金
を扱う団体でなければ意味がないと思います。
事務所を持って、人を雇って、取引があって、
そこで初めて法人格を持つ意味がある。それ
は任意団体全体の1割程度ではないかと考えて
います。
経済企画庁で行った市民活動団体の調査で
は、全国で86,000程度の任意団体がありまし

た。これは自治体を通じた調査ですから、自
治体が知らないところも含めると全国に10万
くらいの任意団体がある。人口1,000人に一
つの計算になります。そのうちの1割が法人格
を持つと想定すれば、法人数は1万程度がいい
ところかなと考えられます。人口1万人に対し
て1法人ですね。でも、すぐに全部の団体が認
証を受けるとは限らない。10年くらいかかる
として年間で1,000、もうすこし早くて年
1,500程度が目安と考えていました。ところ
が、最近はもうちょっとペースが速い。少し
バブル気味で、これでは10年もたてば2万に
届きそうな勢いです。ただ、日本社会で法人
格が必要な市民団体は、実質的には1万団体程
度と考えて良いでしょう。

――これまでの認証法人について、質的な面
ではいかがですか。

山岡：大きく三つに分けられると思います。
一つは、長年、任意団体で活動をやってき
た団体。任意団体で何年もやってきたところ
は、法人格を取るために今までのスタイルを
変えることになるので、かなりの決断がいる。
だから出遅れます。でも、今は、そうした団
体が認証を受けるようになってきました。こ
れを機会に、自分たちのミッションは何だろ
うと、現在の役割をもう一度考え直し、法人
化することで、これまで以上にパワーアップ
した団体が全体の2割か3割程度はあるだろう
と思います。今までの長い伝統を自己変革し
なければなりませんから、法人化は出遅れま
すが、こうした団体は強くなるでしょう。
二つ目は、我々のように数年前に新しい任
意団体として動き始め、法人制度ができたら
法人に移行しようという予定で作った団体で
す。現在の認証法人ではこれが一番多く、5割
くらいでしょうか。このような組織は、比較
的早くに法人化しています。

Nonprofit Organization NPOのあり方を考える
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三つ目は、今まで全く活動していなかった
ところで、有限会社にするよりもNPO法人の
方が良いのではないかということで法人化し
たような組織です。このタイプはさらに二分
できて、一つは介護保険や子育てなどに絡ん
だ事業型の団体。保育園やデイケアセンター、
あるいは自然保護関連でも該当する団体があ
ると思います。NPO法がなければ有限会社で
やっていたような組織で、結構良い活動をし
ている例があります。もう一つは、何をやっ
ていいか分からないけど、とにかく法人を作
ってみたという組織。数はごくわずかですが、
かなり悪質なのもあります。暴力団絡みや総
会屋まがいで、高い本を売り付けたりする団
体も出てきているので、用心してほしいと思
います。人権擁護をうたったものなどには要
注意です。
悪質な団体の対処のポイントは情報公開で
す。密室で管理せず、市民が監督することで、
悪質な団体の存在をチェックすることができ
ます。今はまだ市民に監督能力がないかもし
れませんが、市民が監督する仕組みをしっか
り作れば、いずれは淘汰されてくるでしょう。

NPO

――政府財政が厳しいなかで、NPO活動に対
しては、政策を補完する役割も期待されてい
ますが。

山岡：政府といっても、地方自治体レベルと
国レベルではずいぶん違いますが、国のレベ
ルではNPOに対するいろいろな支援策がずい
ぶん出てきています。しかし、その意味や実
態がよく分からないまま政策ができて、混乱
を生じている面もあります。また、中央省庁
の場合は、自治体を通して政策を執行するこ
とになりますから、たとえ良い政策モデルが
できても、自治体が受け止められないと、展

開できないこともあります。
今、おかしな形で多くのお金が動いている
のが、厚生労働省の緊急雇用対策事業です。
これは企業が中心ですが、NPOにも雇用が期
待されています。NPOにとっては、非常に大
きなお金が流れるのですが、これが混乱のも
とになっていて、NPO側はその使用について
はよく考えないといけません。
この場合、失業者を期間雇用することにな
るのですが、基本的にNPOの活動は自発的な
ものであるはずです。そこに報酬さえもらえ
ば良いという人が加われば、まわりの士気が
下がってしまいます。また、そのために期間
雇用者をコーディネートする常勤スタッフが
必要ですが、その常勤スタッフがそのために
無報酬で徹夜するというようなことにもなり
かねません。うまく使いこなせれば良いので
すが、今まで100万円程度の資金で運営して
いたところが、急に数千万円の委託を受けて
も、できるはずがない。混乱するだけです。
お金が得られれば何でも良いと思ってしま
う風潮があり、地方ほど、政府からお金をも
らっていることがステータスになってしまう
面もあります。能力のある団体なら2、3千万
円をうまく使いこなせますが、急に資金が増
えたところでは、意外な作業が増えるなど、
予想外のことが起きてきます。しかも、その
後には、またもとの少ない資金状況に戻って
しまうわけです。金さえ出ればというので、
安請け合いをするのもいけません。必要なも
のは必要だといわないと、「ボランティアでタ
ダなんだからこれで良いでしょう」という話
になってしまい、組織は育ちません。

――これからのNPOは、有償スタッフを抱えてい
くべきだといわれています。現状はどうでしょう。

山岡：私の周りでは有償スタッフは増えてい
ますが、それほど飛躍的に増えているわけで
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はありません。厚生労働省は「NPOも雇用の
受け皿に」といっていますが、今後1万の
NPO法人ができて1人ずつ雇っても1万人で
す。実質的には、雇用は1万人にも満たないで
しょう。しかし、人生の選択肢の一つとして、
今までと違う仕事の世界があるということに
意義があります。
地方に行くと、まだボランティアの延長線
上で考えていて、有償スタッフがいることで、
陰口を叩かれることもありますが、これは払
拭しなければいけません。その点では、NPO

が雇用問題のなかで議論をされることは良い
ことなのです。だが、あまり期待され過ぎて
も裏切られるに決まっています。雇用促進の
ための道具として使われることも困ります。

――有償スタッフ問題にも絡みますが、NPO活
動の課題として、よく資金不足があげられます。

山岡：確かにそうですが、別の見方をすると、
いろいろなところで、無駄にお金が使われて
います。資金を増やすことも必要ですが、重
要なことは、無駄を省いて、本当に必要なこ
とにうまく使うことです。その仕組みが必要
なのです。
私たちは今、仮称ですが「市民社会創造フ
ァンド」（図）というものを作ろうと考えてい
ます。市民、団体、企業、財団などからいた
だく会費や寄付、助成金について、三つのル
ートを作り、専門家がきちんと関与しながら、
もっとも効果的に活用の幅を広げ
るのです。
一つは、NPO支援センターなど
の基盤強化や人材育成のために資
金を活用する「基盤プログラム」
によるルートです。そのためには、
センターが一定のイニシアティブ
を持つことが重要です。
もう一つは、特定のテーマ活動

のために助成する「特定プログラム」です。
資金提供者から、こういうことのために使っ
てほしいという要望付きでいただく寄付金や
助成金などです。例えば、芸術活動を支える
ためのプログラムやIT促進のためのプログラ
ムなど、特定の活動のために助成されること
になります。
もう一つが「協力プログラム」で、企業な
どの寄付活動に助成コンサルタントとして協
力するものです。今までも企業は寄付などを
してきたのですが、必ずしも有効には使われ
ていないなど、あまり良い使い方をしてこな
かったという気がします。そこで、NPOにと
って、今、何が必要かを十分に検討して、助
成プログラムを提案し、その実施のお手伝い
をするわけです。実は、この助成コンサルタ
ントが日本には育っていないのです。企業な
どが新しく助成活動を始める場合、こんな
NPO活動が、今は重要であるとコンサルティ
ングするわけです。そして、そのコンサルタ
ント・フィーを他の基盤プログラムに注ぐと
いう形でファンドを運用するわけですが、日
本NPOセンターが資金の分配をするのは好ま
しくないと考えますので、それは、この4月か
ら別組織を作ってやるつもりです。
フローが回れば良いわけでから、当初の基
金は1千万円もあれば十分と考えています。日
本NPOセンターの作るファンドは全国を対象
にしますが、各地域の支援センターでも、そ
れぞれの地域を対象とした、このようなファ

Nonprofit Organization NPOのあり方を考える

創設基金
（ファンド創設への賛同）

会費・一般寄付・助成金

目的指定寄付・助成金

（企業等の直接助成）

助成活動の協力依頼

市　民

団　体

企　業

財　団

基盤プログラム

特定プログラム

協力プログラム

ＮＰＯ支援の文化 寄付税制（認定ＮＰＯ法人） ＮＰＯの基盤強化

助成協力

助　成

助　成 ＮＰＯ支援センター等の
基盤強化や人材育成

個別ＮＰＯの行う
特定テーマの活動の促進

個別ＮＰＯの行う
特定テーマの活動の促進

（提供：山岡義典）

「市民社会創造ファンド（仮称）」概念図
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ンドなりプログラムを作ってほしいと話して
います。
このファンドの特長は、特定プログラムと
協力プログラムが並存することで、そのドッ
キングが可能ということです。
例えば、従業員に呼びかけて集まったお金
にマッチングさせて企業が助成を行う場合、
従業員からのお金はファンドを通して、特定
プログラムにより適切に選んだ団体に助成し、
企業のお金はその団体に直接企業としてお金
を出すことができます。従業員のお金を企業
に入れて、その配分を企業に任すのはよくあ
りませんし、かといって従業員が自分たちで
寄付先を決めると有名なところばかりになっ
てしまいます。また、企業の寄付は、まとめ
てファンドに入れることも可能ですが、やは
り支援を受けるところに直接出したほうが良
いことも結構あるのです。
このようにルートがいろいろあり、かつ専
門的なコンサルタントができることで、ちょ
っとした資金も、柔軟で効果的な運用ができ
るわけです。ファンドとして自由に使える資
金も必要ですし、他の活動を支援する資金も
必要です。これを運用していくためにはネッ
トワークが重要で、各地の支援センターもネ
ットワークとデータベースを持つことができ
れば、このような資金循環の方法を活用して
いけると思います。
昨年10月1日にNPO税制が施行されました。
実に使い勝手が悪いので、使えるようなもの
に改善していかなければなりませんが、この
ファンドのような中間組織が寄付税制の優遇
を受けられるようになれば、最終的に助成さ
れる側は普通のNPO法人でも、任意団体で
も、寄付優遇の恩恵を受けられるわけです。
企業が直接資金を寄付しても免税にはならな
いけれど、このような中間組織に寄付すれば
免税になる。すると特定プログラムのような
形で、そこを通して寄付するようになるでし

ょう。
民間の自由な寄付活動を推進するためにも、
このファンドを実験的に活用しながら、NPO

税制を改善していくことが必要です。そうし
た動きのなかで、NPO支援の文化が育ってほ
しいと考えています。

――今後のNPO活動のなかで、資金面以外の
課題はありますか。

山岡：一番大きな課題は社会的な理解の浸透
です。少しずつ進んでいると思いますが、も
っと自分のそばにあるNPOが、こんなことを
やっていて、そのことが自分たちの人生の幸
せに直接・間接につながっていることが実感
できるくらい、NPOの存在感が出てきてほし
いと思います。
その点では、一昨年4月にスタートした介護
保険が、非常に効果的な機能を果たしていま
す。社会福祉法も改正になりましたので、今
後は障害者の介護も介護保険と同じように
NPOが提供するようになります。そうする
と、我々の周りにはもっといろいろな形で
NPOの活動が見えてくるでしょう。
また、学生たちの就職先の一つとしてNPO

の選択肢が加わり、これまでにない新しい人
生の場所として、NPOが見えてきます。企業
や役所、個人商店のおじさんなど、いろいろ
な人たちが、一緒にNPOを作り、多くの人が
NPOの世界に入ってくることが重要です。今
の不景気は、人生をNPOにシフトするため
に、良い状況かもしません。

――ありがとうございました。

聞き手
釧路公立大学教授・地域経済研究センター長　小磯　修二（こいそ　しゅうじ）

プロフィール
特定非営利活動法人　日本NPOセンター　常務理事

山岡　義典（やまおか　よしのり）

'41年生まれ。東京大学建築学科卒業、都市計画家、トヨタ財団プログラム・
オフィサー、フリーコンサルタントを経て、日本NPOセンター設立と同時
に、同常務理事・事務局長に。現在、法政大学現代福祉学部教授も務める。
編著に「NPO基礎講座」（1～3巻、ぎょうせい）など。
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